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事業継続計画（BCP）の概要

○ 事業継続計画（BCP）は、事業継続・早期復旧のための計画
BCPとは、自然災害などの緊急事態に遭遇した場合において、事業資産の損害を最小限にとどめ、中核事業の継続あ

るいは早期復旧を可能とするために、平常時に行うべき活動や緊急時における事業継続のための方法、手段などを予め
取り決めておく計画。

■BCP導入効果のイメージ

出典：企業の事業復旧に対すBCP導入効果のイメージ（中小企業庁HPより抜粋）

ＢＣＰの効果

 「被害抑制」「早期復旧」ができれば、供給責任・雇用責任・地域貢献等の社会的使命が果たせる。
 結果として、顧客・社会からの信用が増し、市場から高い評価を得ることにもつながる。
 緊急事態に対して有効な対応ができなければ、廃業や事業の縮小を余儀なくされることになりかね

ない。
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事業継続計画（BCP）策定の要素と具体例

１．重要事業（業務）を特定する
・緊急時において、優先して継続・復旧すべき事業を特定します。
・緊急時には、利用できる人材や設備や資金が制約されるため、業務を絞り込むこと
が事業存続・復旧の近道になります。

２．復旧する目標時間を考える
・緊急時において、主要な事業を復旧する目標時間を考えます。
・目標達成に向けて行動や対策を明確にします。

３．取引先と予め相談する
・優先させる事業やその復旧時間について、取引先等と予め相談しておきます。
・緊急時の対応や復旧が円滑に進むだけでなく、顧客等取引先にとっても事前の準備
が可能となります。

４．備蓄品や代替策を用意・検討する
・一定期間の備蓄品（燃料、飼料等）の用意や、生産設備、調達等の代替策を検討し
ます。

５．家族・従業員とBCPの方針や内容について、共通認識を形成する
・日頃から緊急時における対応を家族や従業員と話し合ったり、実際に訓練を行って
おくことが重要です。

・緊急時における各人の行動が明確になり、復旧までの時間を短縮できます。

■経営課題の解決とＢＣＰの例

販路開拓 事業承継働き方改革

■日常の経営改善が非常時の対応に役立つ例

地震で電話が不通になったものの、直ちに
連絡を取り合うことができた。

日常の業務連絡や、指示の伝達、情報共有
等にSNSを活用していた。

資材の生産工場が被災し、供給が停止した
が、手持ちの資材で修理ができた。

業者を手配する手間暇をなくすため、資材を
少しストックしていた。

パソコンが破損したものの、クラウド上に
データが残っていた。

クラウドを活用し、データをバックアップしてい
た。

取引先からの信頼向上などピンチ
がチャンスに！

新たな販売ルート（チャネル）を開
拓する。

業務を効率化する。
会計・経理等の情報をクラウド化
する。

後継者候補を育成し、円滑に
事業を承継できるようにする。

ある販売ルートが機能しなくなって
も、他のルートが機能していれば、
売上減少の軽減が期待できる。
（リスク分散）

災害時、少ない人数でも早期復旧
や、業務継続することが期待でき
る。

経営者に万が一のことが起きても、
代替者が決まっているので、会社
の混乱を最小限に抑えることが期
待できる。

いち早く営農再開

【日常】 【非常時】

緊急事態をあらかじめ想定して、対応策をBCPとして事前に決めておく
ことで、実際の緊急時において円滑な事業復旧・継続が可能となります。

○ BCPは難しいものではない
BCPは経営者に経験として既に備わっていることも少なくない。まずは身近な取組から取り組むことを推奨する。以下の

5つのポイントをイメージを押さえながらイメージする必要がある。

○ BCPは平常時から役立つ
BCPは、緊急時において、限られた経営資源の中で状況に応じて柔軟に判断しながら行動できるようにするための計画。

BCPの策定を通じて、平常時の経営の高度化（経営改善）も図られるため、各種経営課題の解決にもつながる可能性が
ある。

■BCPの策定要素
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「BCP」策定と運用についての解説

定着と見直しのための活動が不可欠

BCPは、策定したら終わりというわけにはいきません。上手く機能させるためには、経営体全体として定着させる必
要があるほか、必要に応じた見直し活動も必要です。

基本方針
を決める

重要業務・目標復
旧時間を決める

被害状況の想定
と影響を考える

事前対策を

おこなう
緊急時の

体制を考える

■ BCPの策定手順

【目的】
何のために策定する
のか。

【優先順位】
何を、どのような
順で復旧するのか。

【現状認識】
現状のままだとどの
ような被害を受けるか。

【具体策】
具体的にどのような対
策を採るか。

【役割分担】
誰が、何を、やるのか。

策定 定着 見直し

■ BCPの運用手順

【策定】
計画としての策定。

【浸透】
従業員・家族への浸透。

【改善】
定期的・継続的な
見直しの実施。

○ BCP策定と運用のポイント
● 最初から完璧な事業継続計画（BCP）を策定する必要はない。まずは「何ができていて、何ができていないのか」の
現状の把握をすることから始めることを推奨する。

● 現状把握の状態から、少しずつでも改善・見直しをしていくことで徐々に実効性のあるBCPに進化させる。
● せっかく作った事業継続計画も、従業員や家族が把握していなければいざという時に役立たないため、「1年に1回
は見直す」「策定したら1ヶ月以内に皆で確認する」などルールを決めた運用が重要である。
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農業版BCPの策定について

○ 農林水産省において農業版BCPフォーマットを作成
●令和３年１月に、ＢＣＰの策定の参考として、農林水産省において、「自然災害等のリスクに備えるためのチェックリスト」

と「農業版BCP（事業継続計画書）」フォーマット（耕種、園芸、畜産の３パターン））を公表。

４

近年、自然災害（台風・大雪）等が多発しており、農林水産関係の被害額も
増加傾向。
こうした中、農業者が自然災害等への備えに取り組みやすいものとなるよう、

「自然災害等のリスクに備えるためのチェックリスト」と「農業版BCP（事業継
続計画書）」フォーマットを、以下を目的に作成。

• 自然災害等のリスクに対する備えの意識やMAFFアプリなど自然災害等
に係る注意喚起システムへの関心を高める

• 台風被害等の軽減のための取組事例等（災害の教訓）の提供
• 農業保険などセーフティネットへの加入の契機とする

■目的及び概要

耕種用

■内容

１．チェックリスト
（１）リスクマネジメント編

平時からのリスクに対する備えや台風等の自然災害への直前の備えに
関する事項

（２）事業継続編
被災後の早期復旧・事業再開の観点から対策しておくべき事項（ヒト、モ
ノ、カネ／セーフティネット、情報等）

２．農業版BCP
インフラや経営資源等について、被害を事前に想定し、被災後の早期復
旧・事業再開に向けた計画



農業版BCPの普及に係る取組状況

• 農林水産省のMAFFアプリ、メールマガジン、Facebookなどの各種媒体により周知。

• 「農業技術の基本指針」、「農作物等被害防止に向けた技術指導通知」、「協同農業普及事業の実施につ
いての考え方（ガイドライン）」、「自然災害リスクへの対応に係る取組の強化について」において、農業版
BCPの活用について、都道府県等に対して周知。

• 「農業経営基盤強化促進法の基本要綱」において、認定農業者の経営改善計画の認定・更新時に、策定し
た農業版BCPを市町村に提出（任意）するよう規定。

• 「農業経営基盤強化促進法の基本要綱」において、認定新規就農者の青年等就農計画の認定申請時に、
策定した農業版BCPを市町村に提出（任意）するよう規定。

• 「農業経営・就農支援体制整備推進事業（R５）」実施要綱において、農業経営・就農支援センターが経営相
談・診断を行う際に、農業者に対し農業版BCP策定を促す旨を規定。

• 「経営継承・発展等支援事業（R５）」、 「農地利用効率化等支援交付金（R５）」、「新規就農者育成総合対策
のうち経営発展支援事業（R５）」「畜産生産力・生産体制強化対策事業のうち飼料生産体系高効率化対策
のうち飼料生産組織強化対策（R５）」実施要綱において、農業版BCPに取り組む場合、採択時にポイント加
算を措置。

• 「園芸産地における事業継続強化対策（R４補正）」において、複数農業者によるBCPの策定を支援。
また、BCPの実行に必要な体制整備や、BCPの実践に必要な取組を支援。

• 地方農政局等を通じた周知及び「農業版BCP作成者の声（作成者事例） 」の収集。

• 上記の他、関係団体において、以下の取組も実施。

農業関係団体（JA全中、日本農業法人協会、全国農業会議所、全国農業共済協会等）を通じて、農業版
BCPの活用について、農業者等に対して周知。

日本農業法人協会会員等を対象とするオンライン勉強会やセミナーを実施

全国農業共済協会において、34万部のパンフレットを印刷し、戸別訪問等を通じ、パンフレットを農業者
へ配布 ５



【参考】農業版BCP作成者の声

６



地域におけるBCPの普及促進に向けた取組事例

都道府県によっては、地域の実情に応じた農業版BCP作成マニュアルの策定や、補助事業の採択に当たってBCP

策定を要件化するなど、農業者への普及促進に取り組んでいる。

北海道の事例 富山県の事例

農業版BCP作成マニュアルの北海道版を策定 県独自の補助事業にＢＣＰ策定を採択要件化

※北海道庁HP：北海道における施設園芸の推進 - 農政部生産振興局農産振興課

(hokkaido.lg.jp)

※富山県庁HP：富山県／農業機械・施設等の整備に対する県独自の支援内容
(pref.toyama.jp)

地域による取組事例

７

https://www.pref.hokkaido.lg.jp/ns/nsk/yasai/shisetsuengei_suishin.html
https://www.pref.toyama.jp/1611/sangyou/nourinsuisan/nougyou/keieitaisien/kikaiseibi.html
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